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○

今年度5組が成婚し、本市に定住しており、そのうち1組に子
どもが授かり、定住人口の増加や、少子化対策をになった。
結婚コーディネーターの先進地視察を行い、ノウハウや新しい
知見を得、イベント開催の向上の飛躍を図った。

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

当初予定した実施項目が達成できた

○

結婚コーディネーターは、月１回連絡会議を開催し、情報交換
を行い、出会いの創出を図り、カップリング交流イベントで、
複数の男女に出会いを創出している。

未婚者の交流の場、出会いの場を提供することにより、人口増
や若者定住の促進につながるため、少子高齢化が進む本市にお
いて重要な施策である。

○

○2

一般会計1 市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

結婚相談事業費

諸費

効
率
性

受益者負担を検証している

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

26年度

○

○

○

○

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック
市民部　市民生活課 0826

（42）1126
電話

井木　一樹

○

0.25

6,040

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

妥
当
性

1

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

国や県と重複のない事務事業である6

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

諸費

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

担当部課

511

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

備考欄（留意事項）
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

目標値
（目標年度）

年度

　今年度は６組の結婚が成立し、事業開始から１８組が成立、定住
人口の増加を図った。
　結婚コーディネーターの視察研修を行い、スキルアップを図っ
た。
　新聞などにも取上げてもらい、本市が取組んでいる制度が広まっ
た。

年度

年度

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

③

改善項目

①

②

　結婚コーディネーター連絡会議出席率が低下しており、新たなコー
ディネーターの発掘や、情報交流をもっと活発に行われるような体制も
検討していかなければならない。

中村　慎吾

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

10.00 カップリング交流イベントやお見合
いによる出会いの創出(年度末現在)

24年度 25年度

3.00 3.00

10.00 10.00

26年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

優先的に継続する

年度

１.たのしい料理教室
２.まがたまづくりと出雲大社
３.プロポーズ大作戦
４.先進地視察（松山法人会）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）
5.00

120.00

カップリング交流イベントの開催時は、HPを利用し対象者に
周知し、登録者には別途郵送している。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

市民への情報提供を行っている

－

80.00%

－

－5.00

133.00

－

120.00

130.00

－

－

千円

受益者負担

0.40

カップリング交流イベント
参加者数

結婚コーディネーター連絡
会議出席率

合計 7,2427,242 一般財源等

－

100.00

126.56%

参加人数
1,たのしい料理教室　男20　女
15
2..まがたまづくりと出雲大社
　　　　　　　男22　女19
３.プロポーズ大作戦
　　　　　　　男27　女2７

年度

－

24年度

100.00計画値

有
効
性

120.00

対　前　年　比

実績値

3,724一般財源等

人件費 受益者負担

64.00 81.00

－

100.00

31.00

コ ス ト

人

指　標　名　等

必要人員

時間外勤務手当

5.00

計画値

－

5.00

－

97.74%

4.00

－

単位当たりコスト②

コ ス ト

－

3.003.00

5.00 5.00

3.00 年度末までに結婚し、市内へ定住
した組数

－

－ 年度

単位当たりコスト①

年度

単位

単位

人

対　前　年　比

単位

単位 計画値

実績値

実績値

回

今後の計画値
（計画年度）

一般財源等合計

15.00

25年度

6,040

4,034

人 人

千円

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

結婚サポート事業

4

作成者氏名

中事業

主な
関連

予算・
事業名

会計名

項

目

3

4.その他

Ⅴ計画の推進 款

平成 21 平成

主要施策

施　 策 結婚サポート事業
大事業

27

計画値

コ ス ト

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

組

単位

組
成婚者数

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

カップル数

実績値

計画値

活
動
・
結
果
指
標

単位当たりコスト③

実績値

カップリング交流イベント
等開催回数

対　前　年　比

単位

％

実績値

○

○

○

○

○

合計

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

○

○

○

×

○

○

○

受益者負担

コスト（千円）

3,724

3,724

月1回の結婚コーディネーター連
絡会議の参加率(結婚コーディ
ネーター１９人)

千円

人件費

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

3,306 2,006人件費

直接事業費 3,936

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

結婚を希望する未婚の男女で本市に住所を有する者又は本市に定住を希望する者

結婚を前提とした出会いを創出し少子化の一因とされる未婚の男女の増加に歯止めをかけ人口増や若者定住を促進する

総務管理費

1

24年度 25年度

国県補助金等

結婚相談員と結婚コーディネーターを配置し、結婚に関する相談や結婚希望者の紹介活動を行う。また、カップリング交流
イベントを実施し結婚希望者の出会いの機会の創出をする

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

コスト コスト（千円）

国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

511 市民部 市民生活課（結婚サポート事業）.xlsx
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チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市議会事務

26 3

27,757

0

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

25,205

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

9,033

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

×

○

○

×

9,033

定例会、臨時会の会議録作成
（全文記録を業者委託）
・定例会開催日数 １８日 ８１２
頁
・臨時会開催日数 　３日 　２０
頁

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

月

単位

％
議長公用車の稼働率

指標化できない成果

計画値

実績値
会議録の作成期間

活
動
・
結
果
指
標

委員会等　会議録作成
単位

単位

頁

単位

頁

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 5,648

人件費 0

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

市議会運営事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

議会費

議会運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市議会議員、市民、市職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

市議会としての対外的な事務、議員の福利厚生、議長公務の円滑な遂行のための支援、会議施設の維持管理など、市議会の
根幹に係る庶務関係の事務を効率的に行う。
正確性を確保しつつ、可能な限り迅速に会議録を作成し、ホームページへ掲載するなど、市民への情報公開・提供を行う。

市議会議長会や各種協議会に関する事務、議員報酬・共済年金に係る事務、議長の秘書事務、会議室の設営（議場、委員会
室）及び議長室など施設の維持管理、議会費予算の管理、議員・事務職員の研修など。定例会、臨時会及び各常任委員会、
特別委員会等の会議録を作成して関係者に配付するとともに、市ホームページから市民が手軽に閲覧できるようにしてい
る。（ホームページでの閲覧は、本会議及び予算決算委員会の会議録としている。）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,312 0

0

実績値

9,033一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

400.00 予算決算常任委員会の会議録作成
（全文記録を業者委託）
・予算審査関係　３日 ２４５頁
・決算審査関係　３日 ２１７頁

年度

950.00

H27

1,000.00

人

千円

H27420.00

3.30

単位当たりコスト①

0

1,000.00

30.00

－

－

30.00

5.00

議長車稼働回数／稼働可能日数
（４８/２４０）

計画値

実績値

30.0050.00

19.50 20.00

－

84.98% －

701.97

70.0070.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

323,400

合計

118.00

25年度

979.00

669,900

－

400.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 687,225

832.00

予算、決算審査
会議録作成

400.00

本会議　会議録作成

－

実績値

計画値

110.00%

－

805.17

頁 実績値

単位当たりコスト③

実績値
議長公用車　運行回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

479.00

合計

人

指　標　名　等

33,405

必要人員

33,405 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

375,375

812.50770.00

462.00

400.00

950.00

1,000.00

－

9.60 4.40

6.00 5.00

－

1,008.00

0.00

47.00

24年度 25年度

70.00

48.00

0

972.00

0.00

102.13%

70.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

議会運営委員会、常任委員会、特別
委員会及び全員協議会の会議録を作
成（事務局で要点記録を作成）

議長公用車の公務運行
・市内運行 １３回
・市外運行 ３１回
・県外運行 　４回

目標値
（目標年度）

年度

定例会及び臨時会の最終日から市
議会ホームページ公開までの月数

5.00

－

H27 年度－

1,000.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H27

30,517

800.00

H27 年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・会議録の作成方法を検討し、作成期間短縮につき目標を達成し
た。

解決できていない課題

・議会基本条例の調査検討。
・申し合わせ事項の確認。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

456

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

議会費

議会費

議会事務局担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

3.15

30,517

0826
（42）5621

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市議会運営事業

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
森岡　雅昭

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

山中　章

チェック

●効果の適正把握：
　効果の把握のため、市民アンケート等の方法を検討課題とし
てあげていたが、実施までに至っていない。継続して課題とし
たい。
●当初設定計画値の達成：
　前年度に目標達成されたものが、今年度は達成に至っていな
いものがある。現状分析を行い課題としたい。

●コスト削減：
　コスト削減の観点に基づいて、常にコスト意識を持って事務
事業を実施しているが、まだまだペーパーレス化等の取組みま
でに至っていない。
●単位あたりコスト：
　本会議議事録、委員会議事録作成について、音声認識ソフト
等を活用して単位あたりコスト削減を図ることを模索したが、
変換精度が悪く、実施までに至らなかった。

○

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

950.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

456 議会事務局（市議会運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

施　 策 市議会事務
大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目

7,991 7,201

指　標　名

市
民
参
画

6.00

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

人件費

1,469

○

×

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

×

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

1,469

○

○

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

1部あたり頁数×1回あたり発行
部数×年間発行回数
・第37号　20頁×12,500部
・第38号　22頁×12,500部
・第39号　26頁×12,500部
・第40号　20頁×12,500部

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

×

備 考
（指標の計算方法、算式等）

○

職員の能力開発のための対策は十分になされている

一般財源等 合計

－

千円

49,200.00

年度

単位 計画値 ―

箇所 実績値

0

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

人

議会報告会　参加者数
（会場合計）

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

市議会ホームページ
アクセス回数（年間）

単位

単位

枚

単位

部

コ ス ト

単位当たりコスト②

議会報告会　開催数
（会場合計）

直接事業費 1,133

実績値

財源（千円）

直接事業費

人

一般財源等

国県補助金等

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人件費 受益者負担受益者負担

内　　　容

国県補助金等

主要施策

市議会広報事業

3 平成平成 16

中事業

3

4.その他

Ⅴ計画の推進

26

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民（全世帯）、関係機関、事業所等

コスト コスト（千円） コスト（千円）

0

24年度

人件費 0

・毎定例会後に「議会だより」を編纂し発行する。（年4回発行）
　　行政嘱託員を通じて市内全戸へ配付。また、事務局より関係機関等へ配付している。
・市議会ホームページより議会情報を発信する。
　　議員の情報、定例会の開催、一般質問の通告、議長交際費、政務活動費、会議録、議会だより等を情報発信している。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,570 0

25年度

財源（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

1,469

平成25年度配付部数
・第37号　12,000部
・第38号　12,000部
・第39号　12,000部
・第40号　12,000部
コスト：配布部数の印刷製本費

年度

1,200,000.00

H27

10,000.00

人

千円

H27

0.95

単位当たりコスト①

89,208

10,000.00

読者率

200.00

―

12.00 6.00

議会だより配付率

－

－

250.00

96.00

計画値

実績値

300.00―

― 162.00

○

96.15% －

0.75

6.006.00

48,000.00

合計

－

－

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

34.00

25年度

1,144,000.00

785,400

－

0.71

138.00

100.00%対　前　年　比

単位

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 852,852

1,100,000.00

26年度

議会だより　年間配付部数
48,000.00

議会だより　印刷製本枚数

－

実績値

計画値

対　前　年　比

計画値

48,000.00

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
議会広報特別委員数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

人

指　標　名　等

9,124

必要人員

9,124 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

合計

－

－

753,984

15.7116.40

48,000.00

787,248

49,200.00

1,200,000.00

－

92.30 96.00

95.00 95.00

－

9,340.00

14,868.00

－

6.00

24年度 25年度

6.00

6.00

42,106

7,107.00

7,017.67

100.00%

6.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

25年度末回数－24年度末回数
（24年度末　31,230）

開催会場数 × 年回数

・委員費用弁償　475円／1人
・委員会開催数　16回／年
・出席者延人数　96人
※他の会議と同日開催の場合は支
給なし

目標値
（目標年度）

年度

・年間配付部数／年間発行部数
未配付分は、保存用及び来庁者・視
察来訪者・他市町等への資料用

96.00

－

H27 年度－

6.00

10,000.00

他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

8,771

1,248,000.00

H27 年度

H27 年度

H27

10,000.00

継続する

H27

・インターネットを利用したホームページでの議会中継（生中継・
録画）の配信について関係課と協議し、26年度から実施することと
した。

解決できていない課題

・インターネット中継の実施確認。
・議会報告会実施方法等、検討し充実を図る

③

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

山中　章

●能力開発のための対策：広報委員が改選されたため、広報基
礎研修へ全員で参加し、個々の議員の資質向上につながった。
しかし、まだまだ改善する事項があるため、他市町の広報も参
考にしながら改善していき、市民に市政や議会に関心を持って
いただける紙面づくりとしたい。

●コスト削減：２５年度から印刷部数を減らし余部を減少し
た。また、市広報と同一の業者とすることで印刷単価をかなり
低く抑えることができており、印刷製本費は年々減少してい
る。
今後、市広報への統合も考えられるが、その場合は、現在の
「議員が主体となり、原稿作成から校正作業まですべて責任を
持って編集する」体制をいかに組み込んでいくのかが課題。

●市民参画：
・市民が議会を傍聴された感想や意見等を紙面へ掲載
・各地域の行事写真掲載、表紙題字・絵画での児童生徒参加
●協働：
・ボランティアグループによる声の議会だよりについては、２
４年度から実施していない。

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

休止、廃止をする

457

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

議会費

議会費

議会事務局担当部課

作成者氏名

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

一般会計

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効
率
性

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

1

電話
宗近　弘美

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

市議会広報事業

議会費

議会運営費

議会の審議経過を中心に、「議会だより」の発行、「市議会ホームページ」の更新、「議会報告会」の開催により、議会の
うごきや市政の情報を広く市民に提供することで、市民が議会や市政に関心をもっていただくことを目的とする。

チェック

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

事務事業名
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】
0826

×

●市民ニーズの把握：「市民にわかりやすい、みやすい」広報
記事の作成を基本としているが、専門用語の使用や議案名の列
記など、内容がわかりづらい部分がある。市民が知りたいこと
は何か、についての検討が不足している。
●実施主体：民間委託や市広報との統合も考えられるが、議会
広報は、議会の市民への説明責任を果たすため、議員で構成す
る特別委員会で主体的に取り組まれているおり、その趣旨から
外れることとなる。

1

国や県と重複のない事務事業である

1

備考欄（留意事項）

款

－

（42）5621

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

1,200,000.00

0.90

8,771

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市議会事務

26 3

6,308

0

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

7,602

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

10,178

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

×

×

○

○

○

10,178

常任委員会・特別委員会等の視察
準備・視察実施・まとめ等の日数
・総務企画常任委員会１２日
・文教厚生常任委員会１４日
・産業建設常任委員会　９日
・特別委員会等　　　　６日

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

政務活動費終始報告書の
訂正等の回数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

日

単位

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 5,248

人件費 0

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

市議会調査事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

議会費

議会運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市議会議員、事務局職員、行政関係者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

他市町の議会制度や議会運営方法を調査し、円滑で開かれた議会運営を行う。
他市町の行政事業等を調査し、議会運営や市政に反映させる。
政務活動費を活用し、議員活動を充実させるとともに議員のスキルアップを図る。

文書、電話、電子メール、インターネット等による情報収集。
現地調査、行政視察、政務調査等を実施し、他市町の議会運営や行政の事業等を調査する。
（政務活動費）議員の申請に対し、市が1人あたり月額3万円を上限に支給する。
　　　　　　　議員は、実施報告・収支報告を行い、内容を市議会のホームページで公開する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等4,952 0

0

実績値

10,178一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

10.00 政務活動費の年間収支報告書及び
活動実績報告書の数値及び添付書
類等の確認・処理日数。

年度

40.00

H27

人

千円

H2710.00

0.75

単位当たりコスト①

－

－

10.00

計画値

実績値

－

91.11% －

53,034.36

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

0

合計

36.00

25年度

45.00

2,034,337

－

10.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,386,546

41.00

政務活動費収支報告等
処理日数

12.00

委員会等の行政視察
事務従事延日数

－

実績値

計画値

120.00%

－

49,617.98

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

109.00

合計

人

指　標　名　等

11,556

必要人員

11,556 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0

0.000.00

12.00

10.00

50.00

－

45.00 38.00

10.00 10.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

報告書等の延訂正回数10.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

12,554

60.00

年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・政務調査費を新たに政務活動費として運用を開始した。

解決できていない課題

・政務活動費については適切な運用をおこなっているが、今後において
も適切な運用を行う。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

458

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

議会費

議会費

議会事務局担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.95

12,554

0826
（42）5621

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市議会調査事業

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
森岡　雅昭

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

山中　章

チェック

●計画値の達成：
　政務活動費の報告様式や報告方法等の改善を行い、報告書の
訂正回数などが減るよう取組みを行ってきたが、目標達成まで
に至らず、引き続き取り組みを行う。

●コスト削減のための実施方法：
　前年度の課題として、資料等のペーパーレス化を掲げて取り
組んできたが、実施に至っていないため、引き続き課題とした
い。
●効果向上のための実施方法：
　効果向上のため、研修型の視察から体験型の視察へ移行でき
るよう検討したい。

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

40.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

458 議会事務局（市議会調査事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 選挙管理委員会の運営
2

継続

6,017

1

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,243

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

×

0

定時登録時登録者数の平均
≪平成25年度実績≫
　6月　　25,956人
　9月　　25,875人
　12月　 25,808人
　3月　　25,721人
コスト＝当該事務に係る人件費相当額

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

3.00 －
事務担当者研修参加延人数

単位 計画値 2.00

人 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

％
選挙管理委員会告示率

指標化できない成果

計画値

実績値

選挙人名簿縦覧期間中
の異議申出件数

活
動
・
結
果
指
標

選挙管理委員会開催数
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費 923

人件費 0

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

選挙管理委員会運営事業

3

24年度 25年度

国県補助金等

選挙管理委員会費

選挙管理委員会の運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

選挙人。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

選挙が選挙人の自由に表明せる意思によって公明且つ適正に行われることを確保する。

法律又はこれに基づく政令等の定めるところにより、選挙管理委員会が処理すべき事務及び選挙管理委員会の運営に必要な
事務。
・永久選挙人名簿及び在外選挙人名簿の調整
・選挙管理委員会において決定すべき事項の審議並びに決定事項の告示
・その他選挙管理委員会の運営に必要な事務及び事務局事務

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等902 4

0

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

4,200.00 当該年度に用いる選挙人名簿登録
者数

年度

24,600.00

H27

12.00

人

千円

H274,996.00

0.69

単位当たりコスト①

1,481,000

12.00

100.00

1.00

2.00 2.00

－

－

100.00

0.00

計画値

実績値

100.00100.00

100.00 100.00

－

98.66% －

9.89

28.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

一般財源等合計

261.00

25年度

26,190.00

184,000

－

5,199.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 259,000

25,840.00

農業委員会委員選挙人名簿
登録者数

永久選挙人名簿登録者数

－

実績値

計画値

104.06%

－

7.12

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
選挙管理委員会審議議案数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

313.00

合計

人

指　標　名　等

6,939

必要人員

6,940 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

87,000

16.73

5,199.00

4,493.00

25,800.00

12.00

－

0.00 0.00

0.00 0.00

－

14.00

10,578.57

140.00

24年度 25年度

196.00

1,267,000

19.00

6,464.29

140.00%

220.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

当該年度中の委員会開催数

当該年度中の研修会参加延人数
　(広島県連事務局職員事務研究会)
　(広島県連事務局長研修会)

当該年度中の議案数
　選挙執行関係　議案
　定時登録関係　 議案
　その他議案　　 議案

コスト＝上記事務以外に係る人件費相当
額及び直接事業費

目標値
（目標年度）

年度

0.00

－

H27 年度－

2.00

12.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

現行の規程の見直し

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H27

特になし

5,145

26,400.00

H27 年度

H27 年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

過去の告示などから現在の施行中の規程を確認した。

解決できていない課題

現行の規程の見直しにより、事務処理方法の合理化及び効率化を図る必
要がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

461

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

選挙費

選挙管理委員会事務局担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.50

5,141

0826
（42）1136

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

選挙管理委員会費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
大野　泰典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

大野　泰典

チェック

・「専門性」については、数値化による具体的な度合いが定
まっていないため、評価は困難であるが、事務局職員2名の経
験年数は、いずれも4年未満であり、「活用できている」との
評価は不適当と考える。（選挙管理委員会委員については、議
会において選挙されているため、評価に馴染まない。）

・コストの大部分を人件費（事務局職員人件費）が占めてお
り、また、当該人件費の算定が業務量の割合で算出される「事
務事業に係るに人工数」を用いていることから、当該専任職員
2名の他の業務量が増加すると、当該業務量割合は下がること
となる。

・受益者負担については、安芸高田市手数料条例に基づく手数
料を適用しているため、個別の検証はしていない。

地方自治法参照
　・第181条（選挙管理委員会の設置及び組織）
公職選挙法参照
　・第5条（選挙事務の管理）
　・第6条（選挙に関する啓発、周知等）
　・第19条（永久選挙人名簿）　等

・選挙啓発について、「安芸高田市明るい選挙推進協議会」と
協働した活動を行っている。

○

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

4

25,200.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

461 選挙管理委員会事務局（選挙管理委員会運営事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 選挙管理委員会の運営
1

継続

872

0

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

849

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

510

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

×

510

当該年度補助金交付確定件数
活動費補助　　　　290,595円
選挙時啓発補助　　          0円

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

指　標　名

6.00 －

安芸高田市明るい選挙推進
協議会選挙時啓発活動日数

単位 計画値 7.00

日 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％

安芸高田市明るい選挙推進
協議会啓発活動費に対する

補助率

指標化できない成果

計画値

実績値

明るい選挙啓発ポスター作
品応募者数

活
動
・
結
果
指
標

安芸高田市明るい選挙推進
協議会常時啓発活動日数

単位

単位

件

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費 440

人件費 0

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

選挙啓発事業

3

24年度 25年度

国県補助金等

選挙啓発費

選挙啓発に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

選挙人

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

選挙が公明且つ適正に行われるように、常にあらゆる機会を通じて選挙人の政治常識の向上に努める。

・安芸高田市明るい選挙推進協議会による啓発活動の支援を通じて選挙制度の周知や投票を呼びかける。(常時啓発活動)
・選挙の執行に際して、選挙違反の防止や投票の棄権防止活動を行う。(選挙時啓発活動)

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等480 189

0

実績値

510一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

93.00 当該年度総会時推進委員数
男56人、女37人
任期　2年(平成24年総会から)

年度

1.00

H27

14.00

人

千円

H2793.00

0.10

単位当たりコスト①

270,128

14.00

啓発事業が選挙人の政治常識に寄与した度合について、数値化による成果の検証は困難。

100.00

7.00

7.00 0.00

－

－

100.00

250.00

計画値

実績値

100.00

100.00 100.00

－

50.00% －

149,264.00

8.008.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

1,202,000

合計

52.00

25年度

2.00

290,595

－

93.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 298,528

1.00

安芸高田市明るい選挙推進
協議会推進委員数

116.00

明るい選挙推進協議会活動
補助金交付件数

－

実績値

計画値

100.00%

－

290,595.00

日 実績値

単位当たりコスト③

実績値

安芸高田市明るい選挙推進
協議会常時啓発活動事業数

対　前　年　比

事業

計画値

コ ス ト

計画値

45.00

合計

人

指　標　名　等

1,312

必要人員

1,312 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

1,139,595

12,253.7112,924.73

93.00

93.00

2.00

14.00

－

241.00 195.00

380.00 250.00

－

13.00

45,021.33

6.00

24年度 25年度

8.00

6.00

290,595

16.00

48,432.50

100.00%

8.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

生徒議会、出前講座、新成人啓発
物配布、啓発ポスター募集、広報
紙「明るいひろば」発行、研修会
開催、白ばら会支援、県研修会参
加
(選挙時啓発を除く。)

目標値
（目標年度）

年度

250.00

－

H27 年度－

0.00

14.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H27

1,329

1.00

H27 年度

H27 年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

選挙に関する啓発は、安芸高田市明るい選挙推進協議会へ補助金を交付
することにより、安芸高田市明るい選挙推進協議会と連携して啓発を
行っているが、補助金整理合理化プラン等により今後、市単独補助金の
見直しが行われ補助金の削減等が予想されるので、「補助による啓発か
ら委託による啓発へ」事業形態の見直しが必要。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

選挙費

選挙管理委員会事務局担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.10

1,140

0826
（42）1136

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

選挙啓発事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
大野　泰典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

大野　泰典

チェック

・選挙啓発の効果を適正に把握する方法は極めて困難と考えて
いる。

・「安芸高田市明るい選挙推進協議会」が行う啓発活動を補助
金の助成により支援する方法で選挙啓発を推進している。
・主要な選挙の執行時に選挙啓発を担う団体として、所謂「明
推協」は全国的にも、選挙制度における重要な役割を担ってい
る。

・「安芸高田市明るい選挙推進協議会」が行う啓発活動に要す
る経費について補助金を支出することの妥当性について評価し
た。
・「安芸高田市明るい選挙推進協議会」の事務局を選挙管理委
員会事務局内とし、当該事務を選管事務局員が行うことの妥当
性について評価した。

・「安芸高田市明るい選挙推進協議会」は、市民による自主組
織として活動しており、市(選挙管理委員会)と協働の関係にあ
る。

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

4

1.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）
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（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 選挙管理委員会の運営

継続

10,550

22,889

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

11,881

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

○

○

○

合計

×

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

×

0

有投票となった選挙数
(執行期日が当該年度内の選挙)

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

88.00 －

第23回参議院議員通常選挙
開票事務従事数

単位 計画値 90.00

人 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

分
平均開票時間数

指標化できない成果

計画値

実績値
当選人の数

活
動
・
結
果
指
標

第23回参議院議員通常選挙
投票事務従事者延数

単位

単位

回

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費 51,642

人件費 0

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

選挙執行事業

3

24年度 25年度

国県補助金等

選挙執行費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

選挙執行時に選挙人名簿に登録された選挙人及び当該選挙候補者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

公明且つ適正な選挙の執行管理。

平成25年度中の選挙
　第23回参議院議員通常選挙、広島県知事選挙、安芸高田市農業委員会委員一般選挙、船佐財産区議会議員一般選挙、来
原財産区議会議員一般選挙、川根財産区議会議員一般選挙、吉田町吉田財産区議会議員一般選挙、吉田町中馬財産区議会議
員一般選挙、高田郡向原町坂財産区議会議員一般選挙、高田郡簸川土地改良区総代総選挙、吉田町土地改良区総代総選挙

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等39,823 42,563

0

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

選挙時登録者数
　第23回参議院議員通常選挙
　　　　　　          25,992 人

※　24年度は、市議選挙分

年度

4.00

H27

150.00

人

千円

26,177.00

1.21

単位当たりコスト①

27,180,765

150.00

90.00

88.00

90.00

－

－

90.00

51.00

参議院議員選挙区選出議員選挙
参議院議員比例代表選出議員選挙
広島県知事選挙

計画値

実績値

90.0090.00

84.50 116.00

－

100.00% －

31,096,500.00

－

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

○

一般財源等

27,180,765

合計

732.00

25年度

2.00

51,704,000

－

25,800.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 62,193,000

2.00

選挙人名簿登録者数
26,400.00

選挙数(有投票)

－

実績値

計画値

99.29%

－

25,852,000.00

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

第23回参議院議員通常選挙
投票者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

549.00

合計

人

指　標　名　等

39,303

必要人員

62,192 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

21,033,988

809.251,038.35

25,992.00

－

11.00

－

55.00 141.00

56.00 142.00

－

146.00

1,426.21

19,058.00

24年度 25年度

20,500.00

14,082.00

21,033,988

157.00

1,493.68

73.89%

15,500.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度 ※　24年度は、市議選挙分

※　24年度は、市議選挙分

当日(不在者含む)投票者数
　　　　　　　10,038 人
期日前投票者数
 　　　　　　　 4,044 人

※　24年度は、市議選挙分

目標値
（目標年度）

年度

当該年度内に当選人と決定した者
の数

124.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

51,704

2.00

年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

安芸高田市公職選挙事務取扱規程を見直し、全部改正の原案を作成
した。

解決できていない課題

　選挙の執行に係る事務全般について、、効率的・安定的な事務の遂行
を可能にする、マニュアル化を図る必要がある。
　この事務事業評価シートでは、年度をまたいで執行される選挙や複数
の選挙が執行される場合に、コストや各種の指標に基づいて、適正に評
価することが困難なため、独自の評価を検討する必要がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

選挙費

選挙管理委員会事務局担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.40

9,141

0826
（42）1136

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
大野　泰典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

大野　泰典

チェック

・選挙の投開票事務については、市役所職員を任命権者と協議
の上、活用中。
・コストの削減と選挙の適正執行に対するリスクは負の相関関
係にあると思われる。

・選挙に関する事務は、選挙管理委員会が管理する。

・選挙時啓発は、安芸高田市明るい選挙推進協議会と協働して
実施している。
・期日前投票所等の投票立会人を有権者からの申出による事前
登録制により選任。

×

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

4

1.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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